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人口

市町村

保健所

８3万5千人

２７市町村

４保健所１支所

高齢化率は27.4％

山梨県の概要

中北保健所

峡東保健所

中北保健所峡北支所

峡南保健所

富士・東部保健所
人口：平成27年国勢調査抽出速報集計
高齢化率：平成27年4月山梨県高齢者福祉基礎調査

要介護認定率：介護保険事業状況報告（年報）平成25年度分
健康寿命：日常生活に制限のない期間の平均 平成27年厚生科学審議会健康日本21（第二次）推進専門委員会

要介護
認定率 15.6％

健康寿命
男性72.52年
女性75.78年

男女とも1位



県健康増進計画「健やか山梨21（第2次）

県政運営の指針
「ダイナミックやまなし総合計画」（H27～31）

人材育成と人事管理に関する基本方針（H27.11改定）
求められる3つの職員像
「信頼される職員」
「チャレンジする職員」
「経営感覚を持った職員」（追加）



県職員栄養士の配置状況（H28）

厚生労働省平成27年度自治体との意見交換会に提出済みの資料を改変

合計
20人

現在配置なし

管理栄養士の配置
が考えられる部署



県職員栄養士の経験期別構成

新任期⇒中堅期、リーダー期⇒管理期
への移行



市町村行政栄養士の配置状況
平成25年度 平成28年度

未配置 10市町村⇒6市町村
配置率 63.0％⇒77.8％

複数配置 ＋1市

健康づくり部門



行政栄養士の配置状況（経験期別）

新任期が約半数
⇒一人職場での業務

⇒数年後、中堅期へ移行

市町村



配置状況をふまえた人材育成の方向性

• 行政栄養士業務指針の理解と実践

⇒ＰＤＣＡサイクルに基づく施策の展開

健康危機管理（災害）への対応

• 大部分を占める新任期の育成

⇒特に、未配置だった市町村の栄養業務の確立

• 情報共有の場の設定

• 階層別の研修の受講機会

山梨県行政栄養士新任期支援マニュアル（暫定版）の活用



取組状況（Ｈ23～）
年度 保健所（県） 保健所・市町村職員共通 全栄養士

23年 新任期行政栄養士支援マニュアル
（暫定版）作成

保健所管内ごと行政
栄養士業務検討会

栄養管理

研修会（H22 ）

24年 栄養業務担当者会議3回
新採用管理栄養士研修会（4回）
＊県職員栄養士5人採用
科学院研修（栄養調査）派遣

25年 栄養業務担当者会議2回 新任期行政栄養士研修会（2回）
＊県職員2人、甲府市1人採用

H24採用者も含めて研修対象とする

26年 栄養業務担当者会議3回
科学院研修（栄養調査）派遣

新任期行政栄養士研修会（4回）
＊市町村栄養士4人（＋臨時3人）採用
以後、保健所含め、行政経験3年未満の者を対象とする。
自己評価シートの導入

災害時の健康管理についての研修会

27年 栄養業務担当者会議3回 新任期行政栄養士研修会（4回）
＊市町村栄養士3人（＋臨時1人）採用
災害時の栄養・食生活支援についての研修会

28年 栄養業務担当者会議2回（予定）
科学院研修（健康日本21）派遣

新任期行政栄養士研修会（4回）（予定）
＊市町村栄養士3人（＋臨時から正規2人）採用



• 新任期行政栄養士研修会
県内の新任期行政栄養士が一堂に会して同じ研修を受ける機会を設け、

地域の健康課題を明確化し、解決・改善するための効果的な栄養改善事
業の企画・立案ができること、相互に交流を図ることを目的に開催。

• 栄養業務担当者会議
栄養業務の推進のため、他事務所との情報の共有、取り組むべき事業

への意見交換、派遣研修等の伝達など、現任教育の一環も兼ねて開催。

• 保健所管内行政栄養士業務検討会
地域の健康課題解決に向けた取組、他の自治体の取組の相互理解、

栄養業務担当者会議の内容の検討など。

• 栄養管理研修会
栄養改善業務を行う管理栄養士等の生活習慣病予防やハイリスク者の

支援に向けた知識や技術を向上させるため、「日本人の食事摂取基準
（2015年版）」の活用方法の習得を図る。

＊行政栄養士全員に対し、出席を呼びかけ



取組状況（経験期別・県）

新任期 中堅期 リーダー期 管理期

新任期研修会 国立保健医療科学院
研修派遣

自己評価シートによる
評価

栄養業務担当者会議
栄養管理研修会

保健所管内行政栄養士業務検討会

中堅期、管理期に対する取組が手薄になっている



新任期行政栄養士自己評価シート

• 基本能力、行政能力、専門能力について、76項目
を4段階で評価。

• 新任期研修会対象者（経験3年未満）が、年度始め
及び年度末に実施。

・担当している事業の根拠法令、通知、実施要綱、予算を理解できる。
・保健福祉等計画を理解できる。
・担当する事業の課題・改善方法について明らかにすることができる。
・情報からアセスメントできる。（個別支援）

・情報収集や調査研究から、対象集団の把握ができる。（地域診断）
・個別支援における社会資源等を活用することができる。
・健康危機管理（災害）マニュアルを理解できる（役割の理解）。

研修を受けることにより評価が上がった項目

新任期（新採用以外）においても評価が上がらない項目



取組状況（職能）

山梨県栄養士会
公衆衛生事業部

保健所栄養士自主業務検討会 県職員栄養士会

•栄養管理研修会と連動した内容
の研修会の開催

•市町村栄養士業務検討会の開
催

•各自治体の母子保健事業の一
覧表作成⇒情報の見える化、情
報交換

•低出生体重児の出生率低下に
向けた取組み

•H24～開始
•情報共有の場

•行政栄養士業務指針の資料集
に取り組む

•各職域業務を理解する
ための研修会の開催

•職員採用へ向けた働き
かけ



成果

• 県職員と市町村職員が一堂に会す研修会の設定

⇒情報共有が可能となった

• 自己評価シートの点数が低い部分の強化

⇒研修すべき内容の明確化

• 本庁と保健所管内で行う研修内容の役割分担

⇒現任教育の体制整備

• 定期的な研修により、行政栄養士業務指針の理解
の促進

• 職能との連携強化



課題

• 新任期行政栄養士支援マニュアル（暫定版）の内
容見直し⇒一人職場でも即実践できるマニュアル
にする必要性

• 中堅期以降の業務指針の検討と研修の設定

• ＯＪＴの確立（他職種の理解）

• 市町村業務支援に対する保健所栄養士の役割の
明確化とスキルアップ

• 年齢バランスを考えた定期的な採用に向けた取組
み（県）

• 未配置市町村ゼロ、複数配置促進への取組み

県として

職能との連携


